























































































































































































金額 世 界 日本 中 国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2002年　 総 輸 出 68，594 9，980 3，544 ユ4．165 411 1，637 205 13．440 10．552
輸 送機 器 3，1餉 282 23 634 7 359 52 125 1，054
2（カ7年　 蘇 輸 出 163，529 19．444 15．933 34．879 2，853 6，141 661 20，620 22．857
輸 送機 器 15，743 887 89 4．340 1棚 2，462 161 658 2．011
年平均 成 長率 世 界 日本 中 国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
総 輸 出 19．0 ユ4．3 35．1 19．7 47．3 30．3 26．4 8．9 16．7
輸 送微 器 38．4 25．8 31．4 46．9 85．1 47．0 25．2 39．4 13．8
構成 比 世 界 日本 中 国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2（拍2年　 舵 輸 出 1（滑．0 14．5 5．2 20．7 0．6 2．4 0．3 19．6 15．4
輸 送機 器 1（わ．0 9．1 0．7 20．4 0．2 1ユ．6 1．7 4．0 33．9
2Ⅸ）7年　 総 輸 出 1（泊．0 11．9 9．7 21．3 1．7 3．8 0．4 12．6 14．0
輸 送桟 禅 1∝）．0 5．6 0．6 27．6 1．0 15．6 1．0 4．2 12．8
く輸入〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：1（泊万ドル、％
金額 世 界 日本 中国 ASEAN イ ン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2脚 2年　 緩 輸 入 59，838 13，230 2，958 14，187 739 ユ，367 155 4，860 6，5（姫
輸 送機 器 3．516 1．314 83 417 8 11 0 292 494
2（船7年　 総輸 入 130．549 25．603 11，974 29，説汀 1，677 3，705 418 8．455 10．649
輸 送 幾許 6，992 2，903 267 1，108 55 23 1 7q） 941
年平 均 成長 率 世 界 日本 中回 ASEAN イ ン ド 東 川 NZ 米 回 EU27
総輸 入 16．9 14．1 32．3 15．8 17．8 22．1 20．5 11．7 10．4
輸 送 機器 14．7 17．2 26．3 2ユ．6 46．8 15，4 24．1 22．ユ 13．8
構成 比 世 界 日本 中国 ASEAN イン ド 豪 州 NZ 米 国 EU27
2（沿2年　 総輸 入 1（XI．0 22．1 4．9 23．7 1．2 2．3 0．3 8．1 10．9
輸 送 機路 1（敗 0 37．4 2．4 11．9 0．2 0．3 0．0 乱3 14．1
2（氾7年　 総輸 入 1∝）．0 19．6 9．2 22．6 1．3 2．8 0．3 6．5 8．2






















































































































































セ ン シ テ ィ




関 税率 5％以下 関 税 f率 0％






1 ル ネ イ 10，702 9，924 9，924 1（和．0％ 8，472 85．4％ 0 0 0 778 0
イ ン ドネ シア 8．732 8，627 8，620 99．9％ 6．ⅨX） 80．0％ 0 7 0 96 9
マ レu シア 12．331 12，235 12．169 99．5％ 10．112 82．6％ 32 34 0 96 0
フ ィ リ ピ ン 8，873 8，827 8．751 99．1％ 7，321 82．跳 76 0 0 27 19
シ ンガ ポ ー ル 8，298 8，298 8，298 1（私 0も 8．298 1（の．串 0 0 0 0 0
タ イ 8，301 8，301 8，2鶴 99．挑 6．643 80．仇 13 0 0 0 0
限 加 盟 6 カ国
合 計
57，237 騒 ，212 56．050 99．m 47．746 84．鍋 12ユ 41 0 997 28
カ ンボ ジア 10，689 10，454 6．682 63．銚 m 7 ．跳 3．772 0 0 181 別
ラ オス 8．298 7．878 7．87品 1〔沿．0篤 5．7田 73．4篤 0 0 0 221 199
ミ ャ ンマ ー 10．689 10，615 10．611 1∝）．0％ 524 4．9％ 4 0 0 51 23
ベ トナ ム 8．3（拍 8，（炒9 8．伽 9 9乱 れ 4．517 56，用 叫 0 0 201 0
新 規 加 盟
4 カ国 合 計
37．976 37，恥 6 33，180 紗 ，飢 11．561 31．2％ 3，866 0 0 6封 276
ASEANlO合
計

































2O∝ ）年 01年 02年 03年 （M 年 05年 （妬 年 07年
輸 出 13．249，3 12，545．g 13．謀 略．9 16，530．6 21，脚 2．6 23．892．0 27，209．7 封 ，879．0
う ち FT A 利 用 852．0 1，079．9 1．451．1 2，三60．7 4．075．4 5．145．7 5．獣）8．8 7．854．7
FT A 利 用 率 6，硝 8．飢 10．銚 15．5先 19．3％ 21．5％ 20．2％ 22．5％
（参 考 ）除 シ ン ガ ポ ー ル 11．5％ 14．彿 17．7％ 23．0％ 27．5％ 30．仇 28．2％ 30．9％
絵 入 11，脱 ，6 11．053．0 lL 朗 8，3 13，679．7 17，4顔），6 23，同 3．9 25．152．3 27，214．8
う ち P TA 利 用 553．1 619．1 919．8 1，459．9 2．464．9 3，545．7 3．105．6 3，053．0





























































品 目数 比率 （％）
タイ 5，931 11．7 313 5．3
イン ドネシア 8，745 7．8 2，088 23．9
マ レー シア 12，593 9．7 6，158 48，9
フ ィリピン 11，490 7．8 483 4．2
シンガポール 10，705 0．0 10，699 99．9



















品 H種 類 国 名
MFN 関税 （2（氾7年 ） CEPT 関税 特 想 マ ー
ン ノ品 目 数 MFN 平均 蘭 税 撤 廃 率 CEPT 平均 関 税 撤 廃 率
機 械 機 器
イ ン ドネ シ ア 2．657 6．6 45．5 1．3 73．1 －5．2
マ レー シア 4．175 9．1 54．2 0．6 88．8 －8．5
フ ィリ ピ ン 4，105 8．2 8．7 2．0 56．2 －6．2
ベ トナ ム 3，601 17．6 37．5 7．2 53．0 －10．4
輸 送 機 器
イ ン ドネ シア 459 19．9 21．1 3．4 31．4 －16．5
マ レー シア 1．189 19．2 25．0 1．3 74．0 －17．9
フ ィ リ ピ ン 1，429 17．8 3．5 3．8 18．3 －14．0





















































MFN 関 税 （2007年 ） CEPT 関 税 特 恵 マ ー
ジ ン品 目 数 M FN 平均 関税撤 廃 率 CEPT 平均 関税 撤廃 率
機 械 機 器 1，372 7．6 8．6 1．8 55．8 －5．7
一 般 機 械 581 4．2 4．1 0．5 59．8 －3．7
電 気 機 器 376 8．1 15．2 2．2 54．8 －5．9
輸 送 機 器 183 19．8 10．4 3．8 24．1 －16．0


































































































金 初 （1（灯万 ドル ） シェ ア （％ ）
刀刃3 04 05 鵬 07 2∝13 山 05 06 07
輸 出 639．0 頸）5．4 1，518．6 1．815．3 2，ま泣．5 1鵬 ．0 1（敗 0 10）．0 1（沿．0 1（軋 0
EHP対 象 82品 目 65．6 146．2 337．8 368．1 388．5 10．3 16，1 22．2 20．3 13．6
輸 入 877．5 L 13＆ 1 1，274．8 1．625．5 2．235．8 1（X）．0 lCの．0 1α）．0 1（知．0 l（X）．0

































輸 出 1，518．6 1，815．3 2，852．5
うち FTA 利 用 266．7 328．1 398．7
FTA 利 用 率 17．6％ 18．1％ 14．0％
輸 入 1，272．1 1，622．2 2，084．2
うち FTA 利 用 37．0 44．9 34．8












































































輸 出 3，153．1 4，382．8 6，141．0
う ちFTA利 用 2，121．6 2，745．7 4，066．7
FTA利 用 率 67．3％ 62．6％ 66．2％
輸 入 3，246．5 3，436．5 3，829．6
う ちFTA利 用 476．1 473．9 436．9




















輸 出 9，104．4 11，797．1 15，933．4
うちFTA利 用 613．7 1，450．4 1，769．4
FTA利 用 率 6．7％ 12．3％ 11．1％
輸 入 11，163．4 13，615．2 16，356．4
うちFTA利 用 21．0 99．3 378．5












































































































撤 廃 時 期
撤 廃 品 目数 撤 廃 品 目
累 計 割 合
2008年 中 （発 効 時 ） 2，469 44．8％
2010年 1月 1日 2，686 48．7％
2011年 1月 1 日 3，368 61．1％
2012年 1月 1日 3，389 61．4％
2013年 1月 1日 4，472 81．1％
2014年 1月 1日 4，496 81．5％
2015年 1月 1日 4，594 83．3％
2016年 1月 1日 4，929 89．4％
2017年 1月 1日 5，112 92．7％
2018年 1月 1日 5，343 96．9％
※即時撤廃（A）、段階的撤廃（B）のみを計算
（資料）E］ASEAN包括的経済連携（AJCEP）協定書（英文）
ジェトロがAJCEPとJTEPAを比較したところ、AJCEPにおいて発効
日以降も関税が残存する2，951品昌のうち2，758品目で関税率が異なる。その
うち2，169品日は、JTEPAを活用するほうが、より恩恵を受けられる。一方、
AJCEPの方がより低関税の恩恵を受けられるのは589品日。詳細をみると、
紙・製紙分野が最も多くその数は111品巨＝こ達する。これに電気機器（糾品
目）、プラスチック及び同製品（80品目）、ゴム及び同製品（66品削、一般
機械（62品目）が続く。
利用者は、次の2点に注意する必要がある。まず①JTEPAとMFN税率
に加え、AJCEPの関税率表の計3つを比較・検討したうえで、より税率が
－79一
低い方を選択する必要があること、更に③AJCEP・JTEPA双方の関税分類
はHS2002がベースであるが、実際の輸入通関はHS2007で行われているこ
と、である。2008年7月7日に関西経済連合会他関西経済団体5機関合同で
「経済連携協定の推移と利用促進に関する要望」を、首相をはじめ関係省庁
に送付、その中でAJCEPと二国間EPAとで二重構造となり、「それぞれの
使い分けに苦慮することが容易に推測される」として懸念を表明している。
日系自動車部品メーカーA社の調達額のうち、日本からの調達は現在、約
半分である。今後、日本からの調達の点数自体は増えることはないが、金嶺
的には増加する見込みである。これまでタイで販売されていたモデルは、日
本で販売されているものから一世代以上前のものであった。近年、インター
ネットの普及により情報の即時性が実現、日本とアジアとで嗜好が類似化す
るとともに、同時期にブームが盛り上がる傾向にある。そのため自動車各社
は近年、販売拡大には日本国内モデルを短期間のうちにタイ市場に投入する
ことが不可欠になってきた。最新技術が取り入れられている場合、すぐには
現地調達出来ず、日本からの輸入に依存せざるを得ない。そのため同社はこ
の部分で日本とのEPAを活用しようとしている。
5．東アジアの統合深化に向けて
2008年12月、ASEANはインド、そして豪州・NZとFTAを締結する。
これによってASEANは東アジアサミット参加国全てとFTAを締結するこ
とになる。次のステップとして、広域のFTAが有識者の間で検討されてい
る。まずASEAN＋3で構成され韓国・中国が推進する東アジアFTA
（EAFTA）構想、そして東アジアサミット参加国で構成され日本が後押し
するる東アジア包括的経済連携構想（CEPEA）である。今後、閣僚間や首脳
間で、政暗闘交渉に移行するか否かにつき議論されていくことになろう。そ
の中でもASEANは投資を引き寄せるため、自らの求心力を維持しなければ
ならない。そのためには「ドライビングシート」に座っているASEAN自ら
－80－
の統合の深化が不可欠である。
ASEAN自らの統合の深化に向けた取り組みは、CEPTの原産地規則にも
及び、改善が繰り返されている。これまでAFTAの利用条件は「ASEAN累
積付加価値率40％以上」であった。2∝姥年9月に開催された第18回AFTA
評議会では、「部分累積」を認め、AFTAの活性化を期待した。部分累積は、
ASEAN累積付加価値率が40％未満の構成部品でも、現地調達率20％以上で
あれば、現地調達部分はASEAN累積に算入出来るようにするもの。
更には産業界の要請を受ける形で、小麦粉、木製品、アルミニウム製品、
鉄・鉄鋼分野で実質変更基準の一つ「関税番号変更基準」も選択肢の一つと
して使えるようにし、更には対象範囲を優先統合分野にも拡げた。2007年に
開催された第20回AFTA評議会では、原産地規則を「選択型」へ移行する
ことで合意、2008年8月に新ルールが導入された。これによって在ASEAN
企業の原材料・部品調達の自由度が格段に高まり、このことがASEAN製品
のコスト競争力拡大に加え、CEPT利用を確実に後押しすることになろう。
AFTAはこれまで複数の問題点を内包しながら運用されてきた。まず①
関税削減・撤廃の前倒し等変更がAFTA評議会やASEANサミットで合意
されるものの、必ずしも全てが議定書の形で約束されているわけではないこ
と、②決定事項は協定、修正議定書、SLやHSLを定めた議定書、コミュニ
ケ、原産地規則、原産地証明書発給手続き等複数に散らばっていること、③
拘束力が弱く、期限遵守が徹底されないなど予見可能性が低いこと、である。
特に、関税削減措置実施の遅延は、企業の投資計画立案を困難にしており、
AFTA加速化を見込んだ投資意欲に水を注している。
この間題を解決すべくASEANはブループリントで、CEPT協定自体を包
括的な協定として見直す。現在、CEPT協定や関連する文書を一本化、
ASEAN物品貿易協定（ATIGA）に強化する方向で検討、策定が進められて
おり、2008年12月のASEAN首脳会議で採択される。
東アジア経済統合にかかる「ドライビングシート」に座るASEANは、絶
－81－
えず自らの改善が不可欠である。AFTAに代表されるASEANの統合の深
化と、5つのASEAN＋1FTAを通じたASEANの「FTAのハブ化」によ
り、ASEANは投資を引き寄せ、輸出を通じた国際競争力強化につなげるこ
とが可能になろう。
以上
【注】
1村落基金とは全国約7万の村に対し、1村あたり1∝）万バーツを限度とし、1柑1品運
動に基づく具体的なプロジェクトのビジネス化を支援するもの。
2　BIMSTEC参加国は、インド、スリランカ、タイ、バングラデシュ、ブータン、ミャン
マー、ネパール。
3　サマック首相は、料理番租への出演が、憲法の「閣僚の副業禁止」規定に違反するとし
て、憲法違反により、2㈱8年9月に首相の職を解かれた。
4　2008年8月23日付ネーション紙“EUseeks‘Fasttrack’”
5　物品貿易協定は、20（裕年5月、8月の計2回、修正議定書を作成、締結している。
6　タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、シンガポール、ブルネイ
7　貿易特化係数は、当該品日の輸出額から輸入額を引いた純輸出額を輸出額と輸入額を足
した往復貿易額で除すことで算出される。貿易特化指数が「1」に近ければ近いほど当該
品目の貿易構造は輸出に偏り、比較優位があることを意味する。一方、「－1」に近づけ
ば輸入に偏っていることを意味し、貿易柏手貫の比較優位（自国の比較劣位）を示す。「0」
ならば輸出入が均衡している。
81MVは、革新的多目的車（hnovat10nMultlVehlCle）の意。部品調達、生産、物流の
すべてを日本以外の国々で行うトヨタ初のプロジェクト。
9　林哲三郎「AFTA－ASEAN経領統合の実情と展望、」青木健編著、ジェトロ
10　2（X桁年に修正枠組み協定に署名。
11一般的に、FTAはFreeTradeAgreementを指すが、ここではFreeTradeArea。
12　2（氾5年まで対インド向けEHP輸出の牽引役であったポリカーボネートにつき、鵬年以
降、急ブレーキがかかった。ポリカーボネートを製造、インドに輸出している日系A杜に
よれば、2（沿5年まではEIiPによる関税引き下げでインド向け輸出を拡大させたものの、
2㈱年に入り同製品の一般関税が5％に引き下げられた結果、EHPの関税メリットが喪
失したという。
－82－
13　2（X旭年12月13日付週刊タイ経済
14　2（氾7年11月1日チャイナ・デイリー紙
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